
世界中の人々から

常に必要とされる企業を創る

第17期 事業報告の件

第17回定時株主総会 報告事項

2023年12月1日から2024年11月30日まで



事業の経過および成果
招集ご通知 24ページ



景気に緩やかな持ち直しの動きがみられる一方、
依然として景気の先行きは不透明な状況が続く

事業の経過および成果

個人消費等の回復

当事業年度におけるわが国経済

雇用・所得環境
の改善

物価上昇

不安定な世界情勢や
原材料・資源価格
の高騰



事業の経過および成果

いなよしキャピタルパートナーズ株式会社（以下、ICP社）

およびNOVAホールディングス株式会社（以下、NOVA社）

等との資本業務提携契約を締結。

業績の早期改善を目指し、WEB広告を中心と

した マーケティング分野 と店舗開発分野 を

優先事項 として協業に着手。



事業の経過および成果

現状の売上規模に応じた固定費の削減、

変動費の最適化等のコスト削減を推進

変動費の最適化

固定費の削減COST DOWN



事業の経過および成果

当事業年度においては通期で営業損失を計上

第４四半期会計期間（2024年９月１日～11月30日）に

おいては営業黒字

NOVA社との協業
＋

コスト削減策



事業の経過および成果
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※「カフェのようにリラックスしてトレーニングができる空間」を
 コンセプトとして、「カフェテリア」と「フィットネス」を合わせた

   造語。女性専用のセミパーソナルジムとしてのテスト店舗。



当期純損失 4億3,566万円 ―

経常損失 3億8,073万円 ―

営業損失 3億6,349万円 ―

売 上 高 25億2,725万円 21.3％減

事業の経過および成果

前事業年度比

※1

※2

※3

※1 前事業年度は営業損失   ：3億5,950万円

※2 前事業年度は経常損失   ：3億7,939万円

※3 前事業年度は当期純損失：4億8,059万円

当社はパーソナルトレーニング事業を展開する単一セグメントであるため、セグメント情報は記載しておりません。



設備投資の状況

2,904万円

設備投資の総額

⚫ 主に店舗設備投資に係る費用



2023年10月2日に発行した第三者割当による第10回乃至第12回
新株予約権（行使価額修正条項付）のうち、当事業年度において

第10回新株予約権 3,900個の権利行使。

第11回新株予約権 4,000個すべての権利行使。

第12回新株予約権 4,000個すべての権利行使。

資金調達の状況

2024年11月28日に第三者割当増資実施。

2億7,400万円を調達。

1億7,900万円を調達。



対処すべき課題

招集ご通知 25ページ～27ページ



01│継続企業の前提に関する重要事項等

02│事業環境の変化に耐え得る新サービスプランの導入

03│集客手法の最適化による新規顧客の増加

04│顧客獲得の効率化に向けた相互送客の実現

05│知名度の向上

06│コーポレート・ガバナンス体制の強化

対処すべき課題



５期連続して売上高の減少ならびに経常損失および当期純損失を計上

対処すべき課題

01│継続企業の前提に関する重要事項等

継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められないと判断

当該状況を解消するための対策を実施

⚫新規顧客数増加のための施策拡充

⚫既存顧客の維持拡大と新商材での売上拡大

⚫コストコントロールによる経費削減

資金繰りの状況に重要な懸念はないと判断

⚫借入金の残高はなく、当事業年度末において651百万円
の現金及び預金を保有

⚫2024年11月28日から2024年12月6日を払込期間と
した第三者割当増資の払い込みも予定通り完了

ICP社およびNOVA社との資本業務提携契約締結の効果

⚫協業による経営成績の改善

⚫同グループによる当社への資金支援

⚫同グループの信用力による財務基盤の安定化



対処すべき課題

02│事業環境の変化に耐え得る新サービスプランの導入
コロナ禍を経て、健康やフィットネスへの関心が高まる一方

生活スタイルの多様化に対応し、より多くのお客様に安心して利用いただけるよう

新サービスプランを導入し、定着させることで収益の確保を目指します。

生活スタイルの多様化

費用対効果を重視する
傾向が強まる

トレーニングの時間や方法に
柔軟性を求める声が増加

物価高や収入の変動



対処すべき課題

03│集客手法の最適化による新規顧客の増加

NOVA社グループとの協業により、

費用対効果の高いWeb広告手法を開拓し、

集客手法の最適化に努め、新規顧客数増加を目指します。

⚫ Webマーケティングによる
広告宣伝の比率が高い

⚫ インターネット検索数
は年々増加傾向



立地

顧客
サービス

形態

対処すべき課題

04│顧客獲得の効率化に向けた相互送客の実現

顧客獲得の効率化に向けた相互送客の実現に努めます。

これまでにない
店舗形態

NOVA社グループとの共通特性



対処すべき課題

05│知名度の向上

知名度向上を目指す

NOVA社グループ全体としての広報活動に努め、
より一層、様々なメディア等を使った情報発信を強化



対処すべき課題

06│コーポレート・ガバナンス体制の強化

コーポレート・ガバナンスを有効に機能させ、
企業価値の最大化に努める

⚫上場子会社としての経営の自主性・独立性を維持・強化するため、
機関設計の見直しを図る

⚫支配株主との取引についは、取引の合理性・公平性等、利害関係
者を含めない意思決定の実行



（5）財産および損益の状況の推移

（6）重要な親会社および子会社の状況

（7）主要な借入先

（8）主要な事業内容

（9）主要な営業所および工場

（10）従業員の状況

事業報告

招集ご通知

27ページ～29ページに
記載の通りでございます



2. 会社の株式に関する事項

3. 会社の新株予約権等に関する事項

4. 会社役員に関する事項

5. 会計監査人の状況

6. 会社の体制および方針

事業報告

招集ご通知

30ページ～40ページに
記載の通りでございます



計算書類
招集ご通知 41ページ～43ページ



流動資産 798,754

固定資産 227,992

有形固定資産 1,190

無形固定資産 ー

投資その他の資産 226,801

資産合計 1,026,747

流動負債 596,073

固定負債 282,861

負債合計 878,935

資本金 99,992

資本剰余金 483,612

利益剰余金 △435,661

自己株式 △132

純資産合計 147,811

負債・純資産合計 1,026,747

貸借対照表

資産の部 負債・純資産の部（単位：千円） （単位：千円）



損益計算書

売上高 2,527,254

売上原価 1,597,794

売上総利益 929,459

販管費及び一般管理費 1,292,958

営業損失 363,498

営業外収益 16,508

営業外費用 33,740

経常損失 380,730

当期純損失 435,661

（単位：千円）



株主資本等変動計算書

招集ご通知

43ページに
記載の通りでございます
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